
 

大野市循環型社会形成推進地域計画 

 

大 野 市 

令和元年１２月１２日 作成 

 令和２年１１月２５日 変更 

                           令和４年 １月 ５日 変更 

令和４年１２月１２日 変更 

 

１．大野市の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（１）対象地域 

  構成市名  大野市 

  面  積  ８７２．３０㎢ 

  人  口  ３３，２４９人（平成３１年４月１日現在） 

 

（２）計画期間 

  本計画は、令和２年４月１日から令和９７年３月３１日までの７５年間を計画期間と

する。 

  なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直 

すものとする。 

 

（３）基本的な方向 

  大野市においても、市民生活の利便性の向上や生活様式の多様化などで水需要の増加、 

生活雑排水の多様化や農業用排水などの汚濁が進行している。大野市では昭和 63 年度

の農業集落排水事業による汚水処理施設の整備を皮切りに生活排水処理対策が順次行

われ、現在は農業集落排水事業、公共下水道事業、浄化槽設置整備事業（個人設置型）

を展開している。 

 生活排水処理施設の整備は、快適な日常生活を営むうえで不可欠であるばかりでな

く、河川、湖沼等の公共用水域の水質保全に大きく寄与するものである。生活排水処理 

対策として、水の適正利用に関する普及と啓発を行うとともに、公共下水道事業の事業

認可区域以外の区域及び農業集落排水事業の事業採択区域以外の区域での合併処理浄

化槽の整備を進める。 

 また、現在単独処理浄化槽を設置している家庭については、生活排水の処理を進める

ため、個々の状況を勘案し合併処理浄化槽への転換を指導する。 

 当市のし尿処理の方向性については、今後も当面の間、し尿処理施設「大野市浄化セ

ンター」の運営を継続する。しかし、現施設は平成１１年の竣工から２０年以上が経過

し機器の老朽化が進行している事に加え、し尿と浄化槽汚泥の搬入比率が当初計画と比

較して大きく変化していることから、処理方式の変更を伴う設備更新を目的として基幹

的設備改良事業を進め、し尿及び浄化槽汚泥を衛生的かつ効率的に処理する。 

 



 

（４）広域化・施設の集約化の検討状況 

 ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

 大野市浄化センターでは、し尿ならびに浄化槽汚泥の水処理と、発生汚泥の焼却を行

っている。基幹的設備改良工事に伴い高度処理機能を廃止して公共下水道接続を行う事

に加え、焼却機能を廃止することとし、各機能を大野市下水処理センター（公共下水道

終末処理施設）と、ビュークリーンおくえつ（ごみ焼却施設）に集約する。 

 汚水処理全体としては、さらに今後、農業集落排水施設の段階的な公共下水道接続を

行う計画である。 

 



 

２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１）生活排水処理の現状 

  平成３０年度末の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は次のとおりである。 

  生活排水処理対象人口は、全体で 33,249 人であり、汚水衛生処理人口は 18,52427,671

人で汚水衛生処理率は 55.783.2%である。 

   

公共下水道
17,069人（51.3%)
5,891人（17.7%）

処理人口 集落排水施設等
27,671人（83.2%) 6,574人（19.8%)

総人口 18,524人（55.7%） 6,210人（18.7%）
33,249人 合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量

4,028人（12.1%） 13,492kl/年
6,423人（19.3%）
単独処理浄化槽
4,245人（12.8%)

未処理人口 11,345人（34.1%）
5,578人（16.8%） 非水洗化人口 し尿発生量
14,725人（44.3%） 1,333人（4.0%) 3,508kl/年

3,380人（10.2%）  

              図１ 生活排水の処理状況フロー 

 

（２）生活排水処理の目標 

  生活排水処理については、表１に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進

めていくものとする。 

表１ 生活排水処理に関する現状と目標 

 

    平成 30 年度実績 令和９７年度目標 

処理形態

別人口 

公共下水道 
5,891 人（17.7%） 

17,069 人（51.3%） 

8,669 人（28.5%） 

21,050 人（68.8%） 

農業集落排水施設等 
6,210 人（18.7%） 

6,574 人（19.8%） 

5,368 人（17.7%） 

6,010 人（19.6%） 

合併処理浄化槽等 
6,423 人（19.3%） 

4,028 人（12.1%） 

6,370 人（21.0%） 

3,075 人（10.1%） 

未処理人口 
14,725 人（44.3%） 

5,578 人（16.8%） 

9,961 人（32.8%） 

465 人（1.5%） 

  合 計 
33,249 人 

30,368 人 

30,600 人 

し尿・汚泥

の量 
汲み取りし尿量 3,508 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 

2,000 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 

1,000 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 



浄化槽汚泥量 13,492 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 13,000 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 

合  計 17,000 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 15,000 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 

14,000 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 

公共下水道
21,050人（68.8%)
8,669人（28.5%）

処理人口 集落排水施設等
30,135人（98.5%) 6,010人（19.6%)

総人口 20,407人（67.2%) 5,368人（17.7%）
30,600人 合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量
30,368人 3,075人（10.1%） 13,000kl/年

6,370人（21.0%）
単独処理浄化槽
354人（1.2%)

未処理人口 7,266人（23.9%)
465人（1.5%） 非水洗化人口 し尿発生量

9,961人（32.8%） 111人（0.3%) 1,000kl/年
2,695人（8.9%) 2,000kl/年  

図２ 目標達成時の生活排水のフロー 



３．施策の内容 

（１）発生抑制、再利用の推進 

  ア 生活排水対策 

    家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、次の啓発活動の強化を図る。 

    ・市の広報紙等に浄化槽設置促進及び維持管理の徹底を掲載する。 

 

（２）処理体制 

  ア 生活排水処理の現状と今後 

    生活排水の処理については、引き続き、下水道や農業集落排水処理施設が整備さ 

れていない人口散在地域等で合併処理浄化槽の整備を進めていく。 

 

（３）処理施設等の整備 

  ア 廃棄物処理施設 

    廃棄物処理施設については表２のとおり行う。  

             

表２ 整備する処理施設 

事業

番号 

整備施設種類

施設名 
事業名 処理能力 

設置予定

地 

事業期間 

（全体事

業期間） 

国土強靭

化 

1 

し尿処理施設 

大野市浄化セ

ンター 

基幹的設

備改良事

業 

60kl/日 

福井県大

野市堂本

27-71 

R7～R8 ― 

 整備理由 

  現施設は平成１１年の竣工から２０年以上が経過し機器の老朽化が進行している事に

加え、し尿と浄化槽汚泥の搬入比率が当初計画と比較して大きく変化している。そのた

め、処理方式の変更を伴う設備更新を行い、より衛生的かつ効率的なし尿及び浄化槽汚

泥の処理を実現する。 

 

  イア 合併処理浄化槽の整備 

    合併処理浄化槽の整備については、表３２のとおり行う。 

            表３２ 合併処理浄化槽の整備計画 

 直近の整備済 整備計画 整備計画

基数（基） 基数（基） 人口（人）

（平成30年度）

浄化槽設置整備事業 1,662 7050 350250 R2～R8R6 〇

公共浄化槽整備推進事業 2 380 R3～R8R6 －

その他地方単独事業

合計 1,662 7252 730630

事業 事業期間 国土強靭化



 

（４）施設整備に関する計画支援事業 

  （３）の施設整備に先立ち、表４に示すとおり計画支援事業を行う。 

 

表４ 施設整備に関する計画支援事業 

事業 

番号 
事 業 名 事業内容 事業期間 

１ 
基幹的設備改良事業（事業番号１）に伴う

発注支援業務 
発注支援 R６ 

２ 
基幹的設備改良事業（事業番号１）に伴う

環境影響調査業務 
生活環境影響調査 R６ 

 

 

４．計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

   大野市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に

応じて、福井県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直し

を行う。 

（２）事後評価及び計画の見直し 

   計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果がまとまった時点で、速やかに

計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

   また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるもの

とする。 

   なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて計画を見直

すものとする。 

 

 

 

 

 

 



様式１

１　地域の概要

（１）地域名 （２）地域内人口 33,249 （３）地域面積

（４）構成市町村等名 （５）地域の要件*

３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト
施設種別 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月

し尿処理施設 大野市 高負荷脱窒素処理方式 60（㎘/日） 平成11年10月 未定 未定

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月 更新（改良）・新設理由

廃焼却施設解体
の有無

（解体施設の名
称）

廃焼却施設解
体事業

着手（予定）年
月

完了（予定）年
月

想定される浸水深と
対策

プラスチック再
商品化を実施
するための施
設整備事業

備考

し尿処理施設 大野市
高負荷脱窒素処理方式

（下水道放流）
60（㎘/日） 令和9年度 施設の老朽化 ― ―

浸水深さ：1.0ｍ～
3.0ｍ未満
対策：監視室・電気
室を2階に設置。設
備機器を全て建屋
内に設置。
災害等で稼働不可
の場合は近隣市町
へ処理を依頼。

―

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１

大野市地域 872.30㎢

大野市 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、山村　半島　過疎　その他

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれ
る場合、当該組合の状況

組合を構成する市町村：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立（予定）年月日：○○年○○月○○日設立、認可予定
設立されていない場合、今後の見通し：

施設名

大野市浄化センター

想定される浸水深と対策 備考

浸水深さ：1.0ｍ～3.0ｍ未満
対策：監視室・電気室を2階に設
置。設備機器を全て建屋内に設
置。
災害等で稼働不可の場合は近隣市
町へ処理を依頼。

施設名

大野市浄化センター



目 標

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和97年度

総人口 35,026 34,626 34,202 33,735 33,249 32,630 30,368 30,600

公共下水道
4,329 13,300
12.4% 38.0%

4,812 14,494
13.9% 41.9%

5,306 15,536
15.5% 45.4%

5,633 16,435
16.7% 48.7%

5,891 17,069
17.7% 51.3%

6,294 17,246
19.3% 52.9%

8,669 21,050
28.5% 68.8%

集落排水施設等
6,575 7,050
18.8% 20.1%

6,514 6,944
18.8% 20.1%

6,427 6,814
18.8% 19.9%

6,315 6,884
18.7% 20.4%

6,210 6,574
18.7% 19.8%

6,074 6,465
18.6% 19.8%

5,368 6,010
17.7% 19.6%

合併処理浄化槽等
6,548 5,338
18.7% 15.2%

6,498 5,024
18.8% 14.5%

6,628 4,873
19.4% 14.2%

6,625 4,933
19.6% 14.6%

6,423 4,028
19.3% 12.1%

5,988 4,123
18.4% 12.6%

6,370 3,075
21.0% 10.1%

未処理人口 17,574 9,338 16,802 8,164 15,841 6,979 15,162 5,483 14,725 5,578 14,274 4,796 9,961 465

基数 処理人口 開始年度 基数 処理人口 目標年次

大野市 1,662 6,423 4,028 H1.4 70 50 350 250 R9 R7

大野市 2 380 R9 R7

事 業 主 体
現 有 施 設 の 内 容 整 備 予 定 基 数 の 内 容

備 考

４　生活排水処理の現状と目標

指標・単位

過 去 の 状 況 ・ 現 状

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

浄化槽設置整備事業

公共浄化槽等整備推進事業

※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付のこと。

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生未処理人口

※ 参考として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付のこと。

５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

施 設 種 別



様 式 ２

事　業　名　称 単位 開始 終了
令和

２年度
令和

３年度
令和

４年度
令和

５年度
令和

６年度
令和

７年度
令和

８年度
令和

２年度
令和

３年度
令和

４年度
令和

５年度
令和

６年度
令和

７年度
令和

８年度

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資源ごみ選別施設整備 0 0

破砕・選別施設整備 0 0

不要品再生施設整備 0 0

展示施設整備 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

分別回収拠点整備 0 0

小規模ストックヤード整備 0 0

簡易プレス機整備 0 0

ごみ収集車整備 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

1,950,000 0 0 0 0 0 975,000 975,000 1,950,000 0 0 0 0 0 975,000 975,000

1 大野市 60 ㎘/日 R7 R8 1,950,000 975,000 975,000 1,950,000 975,000 975,000

0 0

0 0

112,33696,155 4,420 42,591 46,12539,764 4,8004,690 4,8004,690 4,800 4,800 102,50593,773 4,420 40,947 37,93831,835 4,8004,690 4,8004,690 4,800 4,800

5 浄化槽整備 7050 基 R22 R86 32,73022,910 4,420 4,420 4,690 4,8004,690 4,8004,690 4,800 4,800 32,73022,910 4,420 4,420 4,690 4,8004,690 4,8004,690 4,800 4,800

5 公共浄化槽整備 2 基 R33 R86 79,60673,245 38,171 41,43535,074 69,77563,672 36,527 33,24827,125

0

20,000 0 0 0 0 20,000 0 0 20,000 0 0 0 0 20,000 0 0

1 大野市 R6 R6 8,000 8,000 8,000 8,000

1 大野市 R6 R6 12,000 12,000 12,000 12,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,082,33696,155 4,420 42,591 46,12539,764 4,8004,690 24,8004,690 979,800 979,800 2,072,50593,773 4,420 40,947 37,93831,835 4,8004,690 24,8004,690 979,800 979,800

※１ 事業番号については、計画本文３(3)表４に示す事業番号及び様式３の施設整備に関する事業番号と一致させること。また、様式３に示す施策のうち関連するものがあれば、合わせて番号を記入すること。
※２ 広域連合、一部事務組合等については、欄外に構成する市町村を注記すること。
※３ 実施しない事業の欄は削除して構わない。
※４ 同一施設の整備であっても、交付金を受ける事業主体ごとに記載する。
※５ 事業が地域計画を跨ぐ場合は備考欄に全体の事業期間を記載すること。なお、事業期間は交付対象外部分のみを行う期間も含む。
※６ 廃焼却施設の解体と新施設の建設を異なる事業主体が実施する場合は、それぞれの事業費を記載すること。

環境影響調査

○災害廃棄物処理計画策定支援事業

合     　　計

○浄化槽に関する事業

浄化槽設置整備事業

公共浄化槽等整備推進事業

浄化槽整備効率化事業

○施設整備に関する計画支援事業

発注支援業務

最終処分場整備事業

最終処分場再生事業

○し尿処理に関する事業

基幹的設備改良事業

汚泥再生処理センター整備事業

コミュニティ・プラント整備事業

○有機性廃棄物リサイクル推進に関する事
業

ごみ飼料化施設整備事業

ごみたい肥化施設整備事業

○廃棄物運搬中継に関する事業

サテライトセンター整備事業

○最終処分に関する事業

○エネルギー回収等に関する事業

ごみ焼却施設整備事業

メタンガス化施設整備事業

ごみ燃料化施設整備事業
その他の施設整備事業等（施設名記
載）

○マテリアルリサイクル推進等に関する事業

リサイクルセンター整備事業

ストックヤード整備事業

容器包装リサイクル推進施設整備事業

灰溶融施設整備事業
その他の施設整備事業等（施設名記
載）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

事　業　種　別 事業
番号
※１

事業主体
名　　　称

※２

規　模
事業期間

※５
総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

備　　考



【参考資料様式６】 

施設概要（し尿処理施設系） 
都道府県名 福井県     

 

(1) 事業主体名   大野市 

(2) 施設名称 大野市浄化センター 

(3) 工期 ※1 令和７年度 ～ 令和８年度 

(4) 施設規模  処理能力 ６０kl／日 

(5) 形式及び処理方式 高負荷脱窒素処理方式（下水道放流） 

(6) 地域計画内の役割 

  ※2 
浄化センター基幹的設備改良事業（二酸化炭素削減率 ２０％） 

(7) 廃焼却施設解体 

  工事の有無 
  有   無 

 

 「汚泥再生処理センター」を整備する場合 

(8) 資源化の方法   
 

 

(9) 資源化物の利用計画  

 

 「コミュニティ・プラント」を整備する場合 

(10) 計画処理人口及び

   面積 

 人口     人                

 面積     ｍ２ 

(11) 計画地域の性格 
 

 

 

(12) 総事業計画額 ※2 
1,950,000千円 

うち、交付対象事業費 1,950,000千円 

 

 ※2 し尿処理施設の基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また、

汚泥再生処理センターを整備する場合は、し尿・浄化槽汚泥と併せて処理する生ごみ等の有機性廃棄物

が何であるかを記載すること。 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、

金額を括弧書きすること。 



【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 
都道府県名 福井県     

 

(1) 事業主体名 大野市 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 

 生活排水を適切に処理するため、身近な公共用水域の水質改善を図

るべく、生活排水処理に関する事業に取り組み、生活環境を快適にす

るとともに、豊かな水環境を得ることを目的とする。 

(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間）
※生活排水処理基本計画をもって地域計

画に代える場合に括弧書きで記載。 

令和２年度 ～ 令和８６年度 

(5) 事業対象地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費   32,730 22,910千円 
うち  （以下の事業を実施する場合） 
・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費        
                                千円 
・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費           千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（   人分） 

基準額合計 総事業費 
交付対象 
事業費 

5人槽 70 50基（350 250人分） 26,160 17,600 26,160 17,600 26,160  17,600 

6～ 7人槽 基（       人分）    

8～10人槽 基（       人分）    

11～20人槽 基（       人分）    

21～30人槽 基（       人分）    

31～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

宅内配管費 17 15基 5,100 4,500 5,100 4,500 5,100 4,500 

撤去費 10 9基 1,020 810 1,020 810 1,020 810 

雨水貯留槽
等再利用 

5基 450 450 450 

改築費（災
害） 

基    

改築費（長
寿命化） 

基    

浄化槽整備 
効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 

70 50基（350 250人分） 
※基数の合計には、宅内配
管費、撤去費、改築費を除
く。 

32,730 22,910 32,730 22,910 32,730 22,910 



【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 
都道府県名 福井県     

 

(2) 事業主体名 大野市 

(2) 事業名称 公共浄化槽等整備推進事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 

 生活排水を適切に処理するため、身近な公共用水域の水質改善を図

るべく、生活排水処理に関する事業に取り組み、生活環境を快適にす

るとともに、豊かな水環境を得ることを目的とする。 

(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間）
※生活排水処理基本計画をもって地域計

画に代える場合に括弧書きで記載。 

令和３年度 ～ 令和８６年度 

(5) 事業対象地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費   69,77563,672 千円 
うち  （以下の事業を実施する場合） 
・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費        
                                千円 
・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費     69,775 千円 
                           63,672 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【公共浄化槽等整備推進事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（      人分） 

基準額合計 総事業費 
交付対象 
事業費 

5人槽 基（       人分）    

6～ 7人槽 基（       人分）    

8～10人槽 基（       人分）    

11～15人槽 基（       人分）    

16～20人槽 基（       人分）    

21～25人槽 基（       人分）    

26～30人槽 基（       人分）    

31～40人槽 基（       人分）    

41～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 2基（    380人分） 69,775 63,672 79,606 73,245 69,775 63,672 

共同浄化槽 
  

人槽 基（       戸数） 
 

   

宅内配管費 基    

撤去費 基    

雨水貯留槽
等再利用 

基    



改築費（災
害） 

基    

改築費（長
寿命化） 

基    

事務費 
 
    

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

調査費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
2基（    380人分） 

※基数の合計には、宅内配管
費、撤去費、改築費を除く。 

69,775 63,672 79,606 73,245 69,775 63,672 

 
 



【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要 

 
都道府県名 福井県     

 

(1) 事業主体名 大野市 

(2) 事業目的 基幹的設備改良工事のため 

 

(3) 事業名称 

 

基幹的設備改良事業に伴う発

注支援業務 

基幹的設備改良事業に伴う環

境影響調査業務 

 

 

 

(4) 事業期間 

※1 
令和６年度 令和６年度  

 

 

 

(5) 事業概要 

 

 

 

基幹的設備改良工事を実

施するにあたり、発注支援

等を行う。 

基幹的設備改良工事を実

施するにあたり、生活環境

影響調査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 総事業計画

額 ※1 

8,000千円 

うち、交付対象事業費 

8,000千円 

12,000千円 

うち、交付対象事業費 

12,000千円 

 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、

金額を括弧書きすること。 

 



木本処理場

上庄南部処理場

稲郷・野中処理場

阿難祖処理場

黒谷処理場

佐開処理場

上
五
条
方

今井

平沢

西山

森山

木本阿
難
祖
地
頭
方

阿
難
祖
領
家

上黒谷

下黒谷

木本新田

上舌

榎

佐開

佐開橋

木落

下五条方

東山

御給

八千代橋

野中
稲郷

上庄小

上庄中

清
滝
川

上据

下郷

中据

西据

猪島

下据

開発

森
政
地
頭

医
王
寺

森
政
領
家

北御門

吉

上庄西部処理場

上庄第一処理場

君ヶ代橋

富田大橋

真名川大橋

上庄第二処理場

友兼

赤
根
川

井ノ口

田野

富田南部処理場

塚原

新塚原

蕨生小

蕨生

下唯野

下唯野処理場

七板

尚徳中

富田小

富塚

阪谷橋

土打上野

川上

下
麻
生
嶋

富田中部処理場

富嶋

新田

新河原

森目

土布子

大野市下水処理センター

花房

不動堂

萩ヶ野

阪谷中部処理場

松丸

森本

石谷 大月

御領

伏石

阪谷小

八町

柿ヶ島

龍仙橋

阪谷第一処理場

落合

蓑道

橋爪

堂嶋

小黒見

金山

南六呂師処理場

南六呂師

六呂師高原スキー場

勝 山 市

小山小

ふれあい公園

有終東小

有終南小

開成中

大野高

市役所

有終西小

乾側小

陽明中

奥越明成高

消防署

越前大野駅

●

西勝原

東勝原

1.阿難祖地区

2.佐開地区

12.上庄南部地区

13.木本地区

5.稲郷・野中地区

8.上庄第二地区10.上庄西部地区

6.上庄第一地区

9.黒谷地区

14.富田南部地区

4.下唯野地区

11.富田中部地区
7.阪谷第一地区

15.阪谷中部地区

3.南六呂師地区

上荒井

深井

飯降

鍬掛

清瀧

犬山

上丁

下丁

中丁

花山

坂戸

大門

尾永見

矢

太田

西大月

大矢戸

小矢戸

東大月

下庄小

大野市循環型社会形成推進地域計画対象区域

917.5ha
423ha
424ha

大野市浄化槽処理促進区域
公共下水道整備区域および

農業集落排水整備区域を除く

市内全域

ビュークリーンおくえつ

大野市浄化センター



添付資料 処理方法別人口・年度別人口トレンドグラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※R2以降は見込値 



 

大野市浄化センター 
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№16 (6-4) 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止  

脆弱性の評価 推進方針 

1. 大規模地震発生時も汚水処理機能を維持す

るため、既設の下水道施設や農業集落排水

処理施設の耐震診断を行い、施設の状況を

踏まえ耐震化を推進するとともに、老朽化

している施設の長寿命化を図る必要がある。 

2. 農業集落排水施設は標準耐用年数を超えた

管路が増えてきているため、管内調査に基

づき、緊急度の高い箇所から管路の耐震化

と液状化対策を考慮した管路整備を推進す

る必要がある。 

3. 大規模災害発生時に低下した水道供給機能

や下水道機能を早期に復旧させるための業

務継続計画を策定しているが、必要に応じ

て適宜見直しを行い、着実に業務が継続で

きる体制を整備する必要がある。 

【再掲6-2-3】 

4. 大規模災害発生時も汚水処理機能を維持す

るため、老朽化した単独浄化槽から災害に

強い合併浄化槽への転換を促進するととも

に、浄化槽の設置・管理状況を把握するた

め、県との情報共有を充実する必要がある。 

5. 災害時における下水道施設の緊急対応を強

化するため、関係団体等との災害時応援協

定を積極的に締結する必要がある。 

①下水道施設等の防災対策  

ア 下水道の整備を推進するとともに、農業集

落排水施設を含め、管路の耐震化を図る。 

イ 水道供給機能や下水道機能に関する業務継

続計画の見直しを図るなどし、着実に業務

が継続できる体制を整備する。 

【再掲6-2-イ】 

ウ 公共下水道及び農業集落排水整備区域外の

汚水処理については、合併処理浄化槽の普

及を促進するとともに、設置を支援する。 

エ 下水道施設について、関係団体等との災害

時応援協定の締結を推進し、災害時の緊急

対応の強化を図る。 

重要業績指標（KPI） 

◼ 公共下水道の整備率【％】 

(全体計画区域面積に対する整備済み面積)  

73.1（R1） ⇒ 98（R7） 

◼ 関係団体(下水道関連)との協定締結数 

【団体】 

0（R1） ⇒ 4（R7） 

 

№17 (6-5) 交通ネットワークの機能停止  

脆弱性の評価 推進方針 

1. 大規模災害が発生しても公共交通ネット

ワークを確保するために、交通施設や施設

周辺における地震や水害、土砂災害、雪害

等への対策を推進する必要がある。 

2. 本市が管理する緊急輸送道路上の橋梁や緊

急輸送道路沿道の建築物などの耐震化を推

①交通施設等の耐災害性の強化  

ア 大規模災害時に公共交通ネットワークを確

保するため、交通施設等の災害対策の強化

を図る。 

イ 本市が管理する緊急輸送道路上の橋梁や緊

急輸送道路沿道の建築物などの耐震化を推

大野市国土強靭化地域計画より抜粋



ver.2102 

4/5 

く ら し

環境部 

環境・水

循環課 

二酸化炭素排出

抑制対策事業 

＜実施事業の概要＞ 

避難施設等に、災害や停電時、エネルギー供給等が可能

な再生可能エネルギー設備などを整備する。 

 

＜国交付金・補助事業名＞ 

・二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

 

No6(2-1)-10 

く ら し

環境部 

上 下 水

道課 

公共下水道建設

事業 

＜実施事業の概要＞ 

公共下水道の認可区域について、生活排水による公共水

域の水質汚濁を防止するため、公共下水道の整備を推進

する。また、施設の長寿命化を図るとともに耐震化や耐

水化・浸水対策を図り、災害に強い施設整備を推進する。 

 

＜国交付金・補助事業名＞ 

・防災・安全交付金 

・社会資本整備総合交付金 

 

No16(6-4)-1 

浄化槽設置整備

事業補助 

＜実施事業の概要＞ 

公共下水道の認可区域及び農業集落排水事業の事業認可

区域以外の区域について、生活排水による公共水域の水

質汚濁を防止するため、合併処理浄化槽の設置を促進す

る。また、被災住宅に係る合併処理浄化槽の更新を促進

する。 

 

＜国交付金・補助事業名＞ 

・循環社会形成推進交付金（浄化槽分） 

 

No16(6-4)-4 

教 育 委

員 会 事

務局 

教 育 総

務課 

小学校施設営繕

事業・中学校施設

営繕事業 

＜実施事業の概要＞ 

小中学校が発災時における児童生徒等のための応急避

難場所としての必要な機能が発揮できるよう、非構造部

材の耐震対策や安全を確保する対策を進める。 

また、障害児等の学習環境の改善や地域コミュニティ

ーの拠点として利用できるよう、バリアフリー化を進め

る。 

 

＜国交付金・補助事業名＞ 

・学校施設環境改善交付金（補助下限額:1施設 400万円） 

 

No1(1-1)-5 

教 育 委

員 会 事

務局 

こ ど も

支援課 

次世代育成支援

対策施設整備交

付金 

＜実施事業の概要＞ 

児童福祉法等に基づく施設に対して、施設の新設、改

修等の整備に要する経費の一部を交付し、次世代育成支

援対策の推進をする。 

 

＜国交付金・補助事業名＞ 

・次世代育成支援対策施設整備交付金 

 

No1(1-1)-5 

 保育所等整備交

付金 

＜実施事業の概要＞ 

保育所等の耐震化等の整備に対して支援を行う。 

 

＜国交付金・補助事業名＞ 

・保育所等整備交付金 

 

No1(1-1)-5 

tsunewaki_h
ハイライト

tsunewaki_h
ハイライト

tsunewaki_h
ハイライト


